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表１　住宅の形態（ブラジル人）（％）
地域 愛知県 豊田市
年 2009 2016 2009 2011 2016
県営・市営住宅
45.9
25.8 37.6 41.0 36.6
UR 15.3 21.8 17.9 20.8
民間の賃貸住宅 29.6 29.1 17.6 18.8 15.8
学生寮、会社の社宅・
社員寮
10.2  9.2  6.5  8.5  8.9
持ち家（一戸建て住宅
＋マンション）
10.8 17.9 11.8 13.7 15.8
その他  2.6  1.9  2.9  0.0  1.0




年 愛知県 県営Ａ住宅 県営Ｂ住宅
2005 5,722（10.3％） 471（50.3％）  46（56.2％）
2007 6,383（11.6％） 507（54.4％）  45（56.3％）
2009 6,383（11.6％） 558（58.2％）  34（52.3％）
2011 5,942（11.6％） 501（56.7％）  35（48.6％）
2013 5,941（11.9％） 532（60.1％）  37（52.1％）
2015 6,167（12.5％） 541（61.7％）  35（51.5％）
2017 6,731（13.9％） 557（65.1％）  38（58.9％）


































































































































































































































　 2001 2008 2010 2011 2013 2014 2015 2017 2018 2019
県による共益費徴収 　 　 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
自治会活性化 　 ○ 　 　 　 　 ○ ○ ○ ○
入居世帯層のバランス 　 　 ○ ○ 　 　 ○ ○ ○ ○
入居説明会の充実 　 　 　 　 　 　 ○ ○ ○ ○
入居高齢者対策 　 　 ○ ○ ○ 　 ○ ○ ○ ○
防犯・防災対策の充実 　 ○ ○ ○ ○ 　 ○ ○ ○ ○
計画修繕の充実 　 ○ 　 ○ ○ 　 ○ ○ ○ ○
空き部屋解消 　 　 　 　 ○ 　 　 　 ○ ○
外国人入居者対策 ○ 　 　 　 　 　 　 　 　 　
管理人・連絡員の業務指導 ○ ○ 　 　 　 　 　 　 　 　
駐車場有料化対策 ○ ○ ○ ○ ○ 　 　 　 　 　
入居収入基準額見直し 　 ○ ○ ○ ○ ○ 　 　 　 　
家賃減免・減額制度 　 ○ 　 　 　 　 　 　 　 　
住宅内緑地の利用 　 ○ 　 　 　 　 　 　 　 　
母子世帯への男性入居者対策 　 ○ 　 　 　 　 　 　 　 　
暴力団入居者対策 　 ○ 　 　 　 　 　 　 　 　
建て替えに伴う入居募集停止の解除 　 　 ○ 　 　 　 　 　 　 　
自治会費未納者対策 　 　 ○ ○ ○ 　 　 　 　 　
地デジ対応 　 　 ○ 　 　 　 　 　 　 　
期限付き入居者への対応 　 　 ○ ○ 　 　 　 　 　 　
市町村との連携強化 　 　 　 　 ○ 　 　 　 　 　
子育てをしやすい住宅づくり 　 　 　 　 ○ 　 　 　 　 　
ペットの飼育禁止 　 　 　 　 ○ 　 　 　 　 　
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会と関係の深い自治会役員、県住宅担当者、オブザー
バー、関係者が出席し、団地役員に外国籍住民が入って
いる場合は、特に参加が要請される。ここで注目される
のは、愛知県多文化共生推進室、愛知県国際交流協会、
名古屋国際センター等の外国籍住民、多文化共生関係の
担当者が参加することである。これは、懇談会のテーマ
の中心が外国籍住民の生活をめぐる問題となる場合がほ
とんどであるためである。２時間程度の懇談会では、副
会長による司会進行のもと、担当団地からの報告、県担
当者への要望、方法の共有が行われる。
ｃ．その他
　年４回の「県住協だより」発行、および2016年から
はより広く啓発することを目的に、公開の公営住宅シン
ポジウムを開催している。
　こうした一連の活動のなかでも重要な位置を占めるの
が、表３に示した提言・要望書による協議である。毎年
５月に愛知県住宅課との交渉が行われ、その対応の方針
については書面で回答される。これまでのところ、個別
対応可能な事業については早急に取り組みが進められ、
また、後述するように、共益費徴収の負担については、
改善の方向で検討が進められたという実績がある。
　さて、こうした要望・提言の推移を見ると、2001年
当初は「外国人入居者対策」など包括的な内容であった
が、その後2015年からは、県による共益費徴収、自治
会活性化、入居世帯層のバランス、入居説明会の充実、
入居高齢者対策、防犯・防災対策の充実に集中している
ことがわかる。県営住宅をめぐる個々の課題を総花的に
提示するというよりも、外国籍住民の集住解消に向け
た、入居基準の見直しによる入居世帯層のバランス確保
など、その意味ではソーシャル・ミックス的な取り組み
を要請するものとなっている。また、後述するように、
外国籍住民の増加だけでなく、高齢化の進行など、自治
活動の危機とその改善という点から要望が行われるよう
になり、自治会活動への支援が中心におかれていること
が重要である。こうした提言・要望の内容に対して、住
宅での問題をめぐる課題がどのように集約され、個々の
要望・提言に結実しているのか。次に、要望・提言のも
ととなる意見集約や、各団地での実践につなげていく懇
談会の活動場面から見ていくことにしたい。
7‒2. 自治会懇談会から
　ここでは、愛知県県営住宅自治会連絡協議会での懇談
会での発言や提言から、特に自治会長の発言を中心に見
ていきたい。先に示した要望・提言書は、愛知県住宅管
理室への要望をまとめたものであるが、こうした内容、
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提言の方向性がどのような形で構成されていくのかとい
う点に注目する。ここでは、県に対して単に要望をする
というだけでなく、自治会活動を活性化させるための方
法の共有など、外国籍住民の増加に対する自治会として
の向き合い方のロジック構築を中心に検討してみたい。
①外国籍住民の増加をめぐって
　自治会懇談会は、会員団地、オブザーバー会員団地の
集会所において持ち回りで開催される。司会は、県営住
宅自治会連絡協議会の副会長が行い、会場となる団地で
の状況の報告が行われる。懇談会において自治会から上
げられてくるテーマは、外国籍住民をめぐる課題に集中
していると言っていいだろう。ゴミ、駐車違反、騒音、
ペット、共益費の未納などの生活ルールをめぐる問題で
あり、外国籍住民による問題として指摘されることがほ
とんどである。具体的には、「７割近くが外国人という
状況は異常」、「外人さんはものを片づけない」、「言葉が
通じない」、「日本人が出て行く」、「外国人同士の不正同
居が多くなっている」、「外国人が多すぎると自分たちの
グループだけになり、融合しない」、「日本人が声をかけ
られない状況」、「外国人はモラルが低い」といったク
レームである。「よく言われるゴミの問題は外国人が悪
いと言われるが、そんなことはない。日本人の方が悪
い。夜、確信犯でやっている」というように、日本人の
側の問題とする語りも見受けられるが、大多数が外国籍
住民の増加が原因とする指摘であり、「ここは日本だ、
ブラジルではない」という形で、「日本のルール」に従
うことを主張されることが多い。
　こうした発言に対して、懇談会において、どのように
引き取られ、課題解決に向けての議論がなされているの
だろうか。以下は、外国籍住民に対する批判、問題視さ
れる意見が出された後の、役員による回答である。
・Ｃ氏11）
　　Ｂ団地だけではなく、西尾市全体の問題として取り
組んできた。Ｂ団地では、Ａ団地で騒がれたような実
情はなかった。Ａ団地の実情を見て、失敗をみたから
こそ方針を学ぶ事ができた。Ａ団地では、外国人は来
てくれるな、という方向性。それに対して、国籍など
に関係なく、同じ仲間なのだという方針。それがＡ団
地と決定的に異なるところだと思う。
・Ｄ氏12）
　　日本人とブラジル人を分けるという発想がうちには
ない。ブラジル人には、自主防災会長としてしきって
もらいたい。そのためには、ポルトガル語で文章を配
るくらいのことをしてもいいと思っている。彼らが自
立できるよう、あと８年位、お手伝いしていくのが使
命と思っている。そのつもりで支える。適材適所でお
願いすれば、こたえてくれる。
　　リーダーシップを取れる人はわずか。外国人の方が
引っ張っている。外国人は、情報を伝えてくれる日本
人のリーダーならついていくという。そのような発信
をしてくれないリーダーでは、自分たちの世界だけの
ルールを作ってしまう。分離したくないので、自分
も、できるかぎり役を引き受けようと思う。外国人に
役員になってもらっているところはうまくいっている
印象がある。
・Ｅ氏13）
　　問題を少しずつつぶしてきた。大きな問題はない。
外国人さんに対しては、広報は現実的に読めない。子
どもの予防接種の情報なども見ない。同じ年代の子ど
もを持っている人に予防接種の情報を伝えるようにす
る。けっこう向こうの人は準備をしていない。おせっ
かいかもしれないが、伝えていくようにする。交通事
故の示談の説明もした。まともな日本語の文書もむつ
かしい。密にしゃべっていると、そして、朝の挨拶を
繰り返していると、言いやすくなる。そのおかげで問
題はなくなりつつある。それしか方法がないと思う。
上から目線で言っても「日本語わかりません」て言わ
れて終わり。下からつかんでいけば、向こうも逃げれ
ない。最初に団地に入った時に、日本人の人が簡単に
使うのが、「まあ、外人さんだね」という言葉。それ
でいいのかと思う。結局迷惑だとか言うし。隣のペ
ルーの人たちにもそう。コミュニケーションしかな
い。解決方法はそれしかない。隣のペルー人は誕生会
などで大騒ぎをするが、しっかり注意する。その後、
いろいろ依頼されて、履歴書の書き方を教えたりして
いる。全体として、コミュニケーションがないのが問
題。Ａ団地では最初からけんか腰。Ａ団地に住んでい
る友人がそういう対応をしていた。共益費の滞納した
外国人に対してもきちんと説明して対応したらわかっ
てもらえた。
・Ｃ氏
　　Ａ団地は、最初から追い出すところからスタートし
た。外国人だけの棟を作れとかそういう要望になって
いた。20年間お客さん扱いしてきたし、しすぎてい
たと思う。
・Ｇ氏14）
　　10年自治会にかかわってきた。国際交流と共生と
意味が違う。交流は仲良くなる、共生は、共に生活す
るという意味がある。こちらの本気が必要。受け入れ
る側の本気。「郷に入れば」というのを振り回せばい
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いが、それではだめで、子育てのような感覚。いず
れ、この子も分かるようになってくる。全く、理解し
ていない人に対して、最初はいろいろな問題があっ
た。こちらがあれっと、思うことが、向こうでは当た
り前のこと。こちらの受け入れ方次第で、親心がわか
り、なついて、協力してくれる。いずれは子どもが親
を助けてくれるだろう。
　　団地の夏祭りではリングイッサ（ソーセージ）や焼
きそば。これは交流。これを通して、コミュニケー
ションを作り上げて、共生に結びつけていく。当然、
言うべき権利は主張して、そして、お互い、義務は守
りましょう、ということでやっている。幸い、今は大
丈夫。以前は23時くらいに自転車で一回りしてから
寝ていた。
　　夜、集会所を自治会の事務所とする。夜間、通訳と
役員が詰めて対応するようにする。相談事を持ち込ん
でくるようにする。書類などの相談が来る。通販の申
し込み書の代書とか。よろず相談を10年続けてきた
のが、共生の早道になった。現在は、67名の組長が
いるが、30名前後、外国人の組長が誕生する。とに
かく情報を共有すること。
　　新しく入った住民を必ず、自治会の方に呼んで、説
明している。最近、フィリピンの人が10世帯以上入
居してきた。自治会としての説明会を土日の夜やって
いる。最初の段階で説明する事が重要。交流は共生の
手段。今まで10年間でやったことは日本人の啓蒙。
出て行く気がないのなら、仲良くしろと言い続けてき
た。
・Ｉ氏15）
　　ブラジル・ペルーの人は自治会では120～130名。
仲良くするために、一緒に食べて飲んでのイベントを
積み重ねる。肉を焼くのもブラジル、ペルー、日本の
３つのやり方でやっていた。自治会がある程度負担し
てやっていた。日本語、ポルトガル語、スペイン語の
３ヶ国語で自治会の議案書を配っている。外国人は役
員になってもらっている。ただし、棟長は信用の問題
で日本人に限定。しかし、駐車場の管理などは外国人
もやってもらっている。
　以上は、主として参加した団地自治会長の語りであ
る。一定の留保・制限を付しているものも多いが、外国
籍住民の排除という形ではなく、参加を促している点に
注意したい。外国籍住民の問題を指弾するのではなく、
外国籍住民の増加に原因を帰属させない形で、住宅の自
治の問題として位置づけ直し、その解決の方法を探るこ
とを目指していることが特徴的である。外国籍住民に対
しては、「生活ルールを破る」というよりも「生活ルー
ルを知らない人」として、「自治会の解体要因」ではな
く「自治会役員として自治に参画する人」として位置付
け直している。そして、問題に対応する形で自治会の取
り組みを変革することで対応することを目指し、参加し
た自治会に解決方法を共有していくプロセスと見ること
ができるだろう。
②共益費、家賃設定をめぐる問題
　懇談会では、外国籍住民に対する説明・自治会への参
画を促す方法の紹介、共有が行われるが、こうした方法
では解決が困難な外国籍住民をめぐる課題、自治会活動
の阻害要因とされるのは、共益費徴収と家賃設定の問題
である。まず、共益費についてみると、愛知県の県営住
宅における共益費16）は、共同で使用する施設の保守管
理、使用料などの費用であり、屋内・屋外の共同灯（防
犯灯・階段灯等）の電気料及び修繕費、エレベーターの
動力用電気料、保守点検費用、給排水施設の動力用電気
料、汚物等の処理に関する費用（排水管の清掃費、汚水
処理場の保守管理費用等）、共同水栓の水道料及び修繕
費にあてられる。共益費の管理運営は、愛知県では住宅
自治会が行うこととされるが、徴収をめぐって多くのト
ラブルの発生がある。共益費未納が２年間に及ぶケース
は多くの住宅で認められ、最長で６年以上納めていない
ケースもあり、自治会活動の負担になっている。外国籍
入居者への未納金催促での脅し・暴言をめぐる問題も語
られることが多く、共益費の問題については、懇談会で
の重要な議題となっている。
・Ｈ氏17）
　　駐車場会計、管理を10年くらいやっている。共益
費の未納がとても多く、督促が大変。６年以上、共益
費を払っていない人もいる。
・Ｆ氏
　　17ヶ月の滞納者がいた。裁判をかけるとか、圧力を
かけるようにしてもなかなかむつかしい。
　こうした共益費徴収については自治会活動の範囲を大
きく超えており、県が徴収を行うべきというのが、自治
会連絡協議会での基本的スタンスとなっている。公営住
宅の自治会加入義務の問題が争点となった2005年の最
高裁判決でも、自治会費は任意であるが、共益費は義務
とされたこと（塩崎，2005；星野，2006）も、こうした
主張の根拠のひとつとなっている。
　これに対して、「共益費を払わない一部の人のために、
県費を使うのは県民の理解を得られない」という県担当
課の回答18）が続けられたが、近年は、自治会連絡協議会
の強い提言・要望と、これを受けた愛知県議会建設常任
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委員会（2016年12月）での質問により、共益費徴収に
向けての準備が進められるようになっている。自治会連
絡協議会の活動成果のひとつといえよう。
　共益費徴収とともに大きな問題となっている課題は、
家賃設定の基準である。2009年４月の法改正にともな
い、入居収入基準所得月額は、普通県営住宅が158,000
円以下、高齢者世帯等の裁量階層は214,000円以下と
なった。さらに月額所得が政令の基準である313,000円
超の世帯については、高額所得者として認定し、住宅の
明渡しを指導することで、さらなる低所得層へのシフト
が進むこととなった。このような収入基準額の引き下げ
に伴い、いわゆる「福祉カテゴリー」の増加が見られ
（松宮，2018）、共働きの若い世代の入居が困難になり、
外国籍住民が増加するという認識が共有されている。自
治会連絡協議会としては、入居収入基準所得月額の引き
上げを要請しているが、これは外国籍住民居住の集中を
防ぐことを目的としている。
・県担当者19）
　　若い人が入れるような取り組みは考えている。2006
年度からは、子育て世帯、2009年度からは新婚世帯
の入居枠を設けている。
・Ｃ氏
　　県が入れ物を作っても、問題はそこに暮らす人がど
のように自ら作っていけるか。
・県担当者
　　地方分権一括法施行で公営住宅法が改正された。
2012年４月に施行される。収入基準については、国
が大枠を決めて、上限が設定された上で、条例で定め
る。その期限は2013年４月。収入基準を上げると、
低所得の人が入れなくなる。若い世帯がどのように入
ることができるか。
　上の交渉に見られるように、2012年から地方分権一
括法で、条例による収入基準額の設定が可能となり、上
限をゆるめることが可能となった。そこで、自治会連絡
協議会としては、入居基準の上限を上げることで、子育
て世帯の入居（想定されているのは日本人）の枠を広げ
るということが提言・要望書に盛り込まれることとなっ
たのである。その意味では、表３に示した「入居世帯の
バランス」という要望は、外国籍住民の集住を防ぐ、
「ソーシャル・ミックス」的な制度設計を要請するもの
と見ることができる。
③さらなる自治会活動強化と教育支援への展開
　以上見てきたように、外国籍住民の自治会への参加を
基盤として、様々な課題の解決を目指すロジックが形成
されてきている。もっとも、役員の中でも、必ずしもこ
うした動きに好意的ではないこともある。シュハスコ
（ブラジル風のバーベキュー）での交流会20）において、
「これでは日本人は来ない」という声が上がり、外国籍
住民の増加に対する否定的な意見、分離の主張が噴出し
たことがあった。こうした場面では、「日本人に融合し
ないでブラジル化して、声をかけられない状況になって
いる」、「都合が悪い時は、日本語がわかりませんと言わ
れる」21）というのが定番の批判的な語りとなっている。
　こうした動きに対しては、次に見るように、外国籍住
民が参加しやすいような形でルールや方法を改変するこ
とによって、自治会活動を活性化させて課題を解決する
という方向性22）が認められた。
・Ｄ氏
　　今までは外国人は出てくれないと言われてきた。し
かし、外国人に説得したら、むしろ出てきてくれる。
・Ｆ氏
　　トヨタの休みなので、金曜日に掃除をやった。
・Ｅ氏
　　共益費の問題などで、外国人には説得して、説得し
て、話し続けてわかってもらった。一番たちが悪いの
は日本人だった。
・Ｃ氏
　　どのように伝えているか、その伝え方の問題もあ
る。駐車場の問題にしても、ここはだめということだ
けではなく、どこならいいのか、代替案を出すことが
重要ではないか。
　このように外国籍住民の参加を促す方法が模索されて
いる。もっとも、こうした方向性に対して懸念が寄せら
れることがある。そのひとつが、外国籍住民の役員活動
をめぐるジレンマである。西尾市の県営Ｂ住宅のよう
に、外国籍住民が自治会長に就任するところがある一方
で、そうした外国籍の役員に対して、「日本人の側につ
いている」とバッシングを受け、役員になることを躊躇
する人たちがいる23）という声も見られる。こうした動き
に対しては、外国籍住民が参加しやすいルール整備を促
す実践が認められた。
・Ｃ氏24）
　　外国人から、「日本人のルールでしょ」と言われた
ことがある。「日本人のつくったルールには乗れない。
みんなで作ったルールではない」と教えられた。日本
語とポルトガル語の両方で規約を作り直す。ルールを
改善しつつ、外国籍住民の参加を促したい。
　もっとも、こうした自治会活動は、高齢化が著しく進
む県営住宅においては極めて困難な場合もある。その場
合でも、中心となる手法は外国籍住民の参加によるさら
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なる自治会活動の強化である。これは次の場面に象徴的
に示される。ある団地の役員が、町内会活動から抜けた
いと相談する場面である25）。町内会の行事が多すぎると
いう不満が挙げられたが、これに対して、町内会から抜
けると、地域から孤立してしまうことの問題が強調さ
れ、安易に自治会活動を減らしていくのではなく、むし
ろより強化し、自治会活動による解決推進が提言され
る。
・Ｄ氏
　　木の剪定、草刈りなどは、毎月住民に頼んでいる。
１～２時間で、手当2,000円は払っている。
・Ｅ氏
　　シルバーに頼めばいいのでは。
・Ｄ氏
　　シルバーは高い。
・Ｃ氏
　　Ｂ住宅は日系の人がボランティア草取りしている。
・Ｄ氏
　　罰金１回3,000円。それを集めたものを、皆勤の人
に皆勤賞として渡している。冬は、草はないが30分
でもやる。こういうことで見守り、声がけの可能性も
できる。孤独死対策にもなっている。
・Ｅ氏
　　昨年年３回を４回に増やした。しかし苦情も多い。
別の団体は８回。
・Ｄ氏
　　毎月第二日曜日にやることで、必ず顔を合わせてい
る。老人が多いところはそうしないといけない。
　このように、自治会活動の活性化を前提とした解決が
強調され、その担い手としての外国籍住民への期待が寄
せられるのだ。さらに、外国籍住民の自治会活動への参
画だけでなく、こうした地域活動の強化を基盤にした外
国籍住民の子どもたちへの教育支援につながる展開も見
られる。
・Ｊ氏26）
　　子どもについては、市内の小学校で夏休みの学習会
を実施している。ボランティアスタッフはすべて地域
の人。これをまとめてくれているのが、国際交流協
会。教育委員会は全くかかわっていない。教室はすべ
て自治会とやっている。団地の中でブラジル人の住民
で先生をやってもらう。そうしないと意味がない。自
治会の活動の募集もする。そういうところの活動の場
ともなる。外から入る人間が自治会の人に信用しても
らえるよう、しっかり説明。わかってもらうように始
める。そのために、自治会長のところに通う。地域の
人の協力なしにやっていけない。
・Ｋ氏27）
　　県営住宅集会室を利用した子育てサロンや日本語教
室の開催可能性がある。住宅の集会室で日本語教室を
開くために、2016年から県住宅管理室及び県住宅供
給公社に使用許可をもらい、市と国際交流協会の協力
で実現した。幼児や低学年の子ども達は、生活の場に
近い教室が、保護者としても安心できる。
・Ｃ氏
　　日本語教室で学ぶ子ども達や保護者が自治会活動に
参加してもらうきっかけになれば、地域づくりへとつ
ながる。
　以上、見てきたように、高齢化や住民層の「福祉カテ
ゴリー」化が進み、自治会活動が困難な状況のなかで、
共益費徴収などの負担は県への移行を進めつつも、自治
会活動の強化と、そこへの外国籍住民の参画を進める実
践を地道に追求していることに注意したい。さらに、自
治会活動を基盤とした教育支援活動において、自治会活
動の強化と教育の連携が重視されており、外国籍住民の
増加に対して、自治会活動の強化を支援活動につなげて
いる点が重要と思われる。
８．まとめにかえて
　これまで、外国籍住民が急増する公営住宅をめぐる課
題について、愛知県県営住宅自治会連絡協議会の実践を
中心に、その活動とそこで形成された実践方法・ロジッ
クについて見てきた。ここでの知見は以下の点にまとめ
ることができる。
　第一に、愛知県自治会連絡協議会は外国籍住民の増加
を、自治会活動で解決せざるを得ない課題として受け止
め、外国籍住民に様々な問題の責任を帰属させるのでは
なく、外国籍住民に自治会活動への参画を促し、自治活
動の取り組みとして解決することを目指している。その
意義として、「住民」というカテゴリーで外国籍住民を
自治会活動に巻き込み、生活支援・教育支援につなげて
いることが重要だろう。こうした実践を可能とした要因
として、県営Ｂ団地の外国籍住民が参画する自治会活動
のロジック（松宮，2012a，2017）が、自治会連絡協議
会レベルに波及したことを指摘できる。
　第二に、県当局への糾弾や、単に共生の理念を主張す
るのではなく、懇談会の場を通して実際に外国籍住民が
参加できるルールの改変や、方法を地道に共有する実践
であることを指摘できる。参加する団地関係者は、いか
に外国籍住民との自治会活動を構築できるか、「やり方
を学ばせてもらっている」という。たしかに、懇談会で
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は、外国籍住民の増加をめぐる様々な課題に対する不満
が、管理者である県担当者に強くぶつけられることも多
い。これは外国籍住民の増加に対する管理者としての責
任追及であるが、その解決策としては、自治会活動の強
化を主張した上で、共益費徴収や収入基準など、自治会
活動では限界がある課題に限定して、県に対する要請が
行われる点に注意したい。
　第三に、こうした自治を基盤にした取り組みの両義性
を指摘することができる。一例として、外国籍住民の自
治会活動への包摂の一方で、収入基準を上げて外国籍住
民の入居比率を低くするという取り組みを挙げることが
できるだろう。また、管理者に対して、空き室に入れな
いように依頼する住宅28）も多いが、こうした制限を求め
るのは、外国籍住民増加への懸念があるためである。こ
れまでも、外国籍住民のこれ以上受け入れることが困難
であることを、自治会連絡協議会として主張したことが
あった29）。このように、一方的な包摂ではなく、また、
必ずしも多文化共生という枠内には収まりきらない、既
存の自治会活動の枠を強制するように見える部分がある
かもしれない。しかし、ここで強調しておきたいのは、
冒頭に示した外国籍住民が半数以上を占める団地におい
て、生活の場のルールを改変しつつ、自治会への外国籍
住民参画の基盤を整えていった点である。こうした活動
を可能にしたロジックが構築されてきたのが、愛知県自
治会連絡協議会の場であったことは確認しておくべきだ
ろう。外国籍住民の増加が進む中で、集住が進む最も居
住地である公営住宅の実践における実践と活動のロジッ
クは、外国籍住民の増加に対応する取り組みに対して示
唆を与えるものとなっていると考えられる。
　もっとも、ここでの知見は、愛知県の特殊性、特に外
国籍住民の集住形態の特異性によるものである。同じ南
米系住民の集住地域である群馬県では、大泉町の公営住
宅で最も外国籍住民の集住がみられる団地でも約
20％30）にすぎない。この限界を踏まえつつ、前稿（松
宮，2018）と本稿で検討してきた外国籍住民と公営住宅
をめぐる問題と、その解決の方法について、他の集住地
域とのさらなる比較を通して検討していきたい。
付記
　本稿は、JSPS科研16K04084（研究代表：松宮朝）、および JSPS
科研18K02066（研究代表：宮内洋）による研究成果の一部である。
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離職者向けに県営住宅70戸を平均月１万円で貸し出す一時入居
事業を実施した。その結果、外国人の入居希望が殺到し豊田市で
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の適正化」の要望が出され、それにともない入居制限が行われて
いたことによる。このように一定の制限が加えられてきた点につ
いてもおさえておく必要がある。
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再激化に伴い、自治会連絡協議会でも、外国籍住民の入居制限と
して、日本語能力、自治会活動への参加能力を厳しく求める声が
強くなっている。
30） 2019年１月の聞き取り調査。
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